
（別紙様式２）

雇 用 要 件 欠 格 報 告 書雇 用 要 件 欠 格 報 告 書雇 用 要 件 欠 格 報 告 書雇 用 要 件 欠 格 報 告 書

平成 年 月 日

住 所

企業名

代表者 印

連絡先℡

（担当者名 ）

常用従業員として雇用していた下記の者の退職により、雇用の要件を欠くに至りましたので、報告します。

記

住 所

氏 名

生 年 月 日

採 用 年 月 日 年 月 日 年 月 日

退 職 年 月 日 年 月 日 年 月 日

退 職 の 種 別 １ 自己都合 １ 自己都合

(該当する方に○) ２ 事業者都合（ 解雇 ）→理由を記載 ２ 事業者都合（ 解雇 ）→理由を記載

解雇理由

（雇用創出特別支援枠の要件）

融資を受けた者は、新たに常用従業員を２名（新規学卒者、障害者及び中高年非自発的離職者の場合は１

名)以上を融資実行後原則６ヶ月以内（但し、融資申込後に雇用した場合はこの限りでない。）に雇用し、

かつ１年以上継続して雇用すること

※雇用の要件を欠くに至った場合は、速やかに県に報告しなければならない。

雇用の要件を欠いている状況に対して、速やかに是正措置を講じない場合は、融資利率は「取扱金融機関

所定利率から０．３％引き下げた利率」に変更となります。


